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徳島県情報公開審査会答申第２１７号

第１ 審査会の結論

徳島県知事の決定は，妥当である。

第２ 諮問事案の概要

１ 公文書公開請求

平成２９年５月１５日，審査請求人は，徳島県情報公開条例（平成１３年徳島県条

例第１号。以下「条例」という。）第６条第１項の規定に基づき，徳島県知事（以下

「実施機関」という。）に対し「H○○.○.○付けの徳島新聞記事に関する○○に係る

県が，業者に対して，転用申請と崩落防止策の指導及び搬入取りやめ指導と原状回復

に関する添付書類（一時転用許可書～の伺い書類）」についての公文書公開請求（以

下「本件請求」という。）を行った。

２ 実施機関の決定

平成２９年５月２９日，実施機関は，本件請求に係る公文書については，「当該請

求に係る文書が不存在である」ことを理由とする公文書公開請求拒否決定処分（以下

「本件処分」という。）を行い，審査請求人に通知した。

３ 審査請求

平成２９年５月３１日，審査請求人は，本件処分を不服として，行政不服審査法（平

成２６年法律第６８号）第２条の規定に基づき，実施機関に対して，審査請求を行っ

た。

４ 諮問

平成３０年１１月３０日，実施機関は，徳島県情報公開審査会（以下「当審査会」

という。）に対して，当該審査請求につき諮問（以下「本件事案」という。）を行った。

第３ 審査請求人の主張要旨

１ 審査請求の趣旨

速やかな開示を求める。

２ 審査請求の理由

公開文書の中で，犯罪を犯した新聞記事と指導した資料を情報開示しているのに，

協議した資料等がないとはおかしく，これらを隠す行為は，正に枉法行為そのもので
おう

ある。

第４ 実施機関の説明要旨
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農林水産政策課では，業者への指導等にあたり，業者への指導文書等は作成してお

らず，指導を行った農地転用許可申請についても受理していないなど，本件請求に係

る公文書の作成や取得は行っていないことから，条例第７条第２号の規定により公開

請求を拒否したものである。

第５ 審査会の処理経過

本件事案に係る当審査会の処理経過は，次のとおりである。

年 月 日 内 容

平成３０年１１月３０日 諮問

令和３年１１月１５日 審議（第１８６回審査会）

同 年１２月１６日 審議（第１８７回審査会）

令和４年１月１４日 審議（第１８８回審査会）

第６ 審査会の判断

当審査会は，本件事案について審査した結果，次のとおり判断する。

１ 本件請求に係る公文書について

本件請求の請求内容にある「業者」とは，審査請求人が公文書公開請求書で引用し

ている平成○○年○月○日の新聞記事の内容から，○○から土地造成工事を請け負っ

た事業者（以下「本件事業者」という。）を指すものと解される。また，同新聞記事

の内容から，本件事業者は，当該工事で発生する土石の仮置き場として農地転用許可

を得ずに第三者の農地を使用していたことから，○○農業委員会（以下「○農業委員

会」という。）及び実施機関の農林水産政策課から一時転用の許可申請をすること，

土石の搬入を停止すること及び崩落防止策をとることについて行政指導を受けていた

ことが認められる。

よって，本件請求の対象公文書は，本件事業者に対する上記の行政指導をした文書

及び一時転用許可申請に関する文書と解するのが相当である。

２ 本件対象文書の保有の有無について

実施機関の弁明書によると，本件事業者への指導等にあたり文書等は作成しておら

ず，本件事業者からの農地転用許可申請も受理していないとのことであるので，この

点について検討する。

審査請求書に添付された実施機関の業務報告書によると，実施機関は平成○○年○

月○日には現地において，○○日には電話で口頭により本件事業者に対して土石の搬

入停止及び崩落防止措置について行政指導していたことが認められる。また，当審査
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会が確認したところ，本件請求があった時点で，本件事業者及び転用農地所有者は，

実施機関及び○農業委員会の指導に従って一時転用の許可申請を○農業委員会に行

い，土石の搬入停止等の措置を行っていたことが認められる。よって，実施機関にお

いて，上記の口頭による行政指導だけで，これとは別に文書による行政指導を行って

いなかったとしても特に不自然，不合理なところはないと認められる。

次に，農地転用許可申請の受理の有無については，審査請求書の提出時点でも，○

農業委員会で審査中であり，○農業委員会から実施機関への申請がなされていないこ

とが審査請求書に添付された新聞記事の写しに記載されていることから，申請を受理

していないという実施機関の説明に間違いはないと認められる。

３ 本件処分の妥当性

以上のことから，実施機関が本件請求に係る文書が不存在であることを理由として

行った本件処分は，妥当であると判断する。
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